
《 再生可能エネルギーの特徴、課題 》

太陽光
・枯渇する心配がない
・発電時にＣＯ２を発生しない
　
・枯渇する心配がない
・発電時にＣＯ２を発生しない

・発電に伴う追加的なＣＯ２の発生がない
・安定した発電が可能

・発電時にＣＯ２を発生しない
・安定的な発電が可能であり、技術的にも成熟

・発電時にＣＯ２をほとんど発生しない
・天候や昼夜を問わず出力が安定しており、設備利用率が高い

特徴 課題

風力

バイオマス

水力

地熱

・火力、原子力と同じ発電量を得るには、広大な面積が必要
・夜間は発電できず、雨天・曇りの日は発電出力が低下し不安定
・発電コストが高い

・資源の収集、運搬、管理コストがかかる
・木質チップなど一部のバイオマス燃料は安定調達が難しい
・開発地点が限定され、大規模な新規開発には限界がある

・地下資源の完全予測ができないため、開発リスクが高い
・適地が自然に恵まれた場所に多く、周辺環境との調和が必要

・火力、原子力と同じ発電量を得るには、広大な面積が必要
・風況により発電出力が変動し不安定
・騒音（風車の風きり音）が発生
・風況のよい地点が偏在
・発電コストが高い

瑞梅寺ダム小水力発電所（福岡県糸島市）

用語集をご覧ください

●再生可能エネルギー
●バイナリー

●固定価格買取制度（FIT）
●風況
●バイオマス

用語集をご覧ください

●維持流量

八丁原発電所

計 画（約7,000）既 設（約213,000）

※1:2016年度の販売電力量あたりのCO2 排出量（調整後）を使用して試算。
※2:グループ会社による開発。　※3:+2,000kWは、大岳発電所の発電設備更新に伴う出力増分。

（2017年5月末現在）

《 地熱発電設備とCO2排出抑制量（2016年度） 》
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CO2排出抑制効果※1

発電所 八丁原バイナリー
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単位：kW

【 九州の豊富な地熱資源を活用した地熱発電の推進 】

社外ステークホルダーのご意見地熱やバイオマス発電の拡大に注力すべき

うきは藤波発電所

【 地域との共生を図りながらの水力発電の推進 】
　経済性や立地条件などを総合的に勘案し、地域との共生を図

りながら、河川の維持用水を放水するダムでの維持流量※１発

電やかんがい水路を利用した発電など、小規模水力発電を含

めた開発に取り組んでいます。

　2017年1月には、大分県が公募した稲葉ダム小水力発電事

業（420kW程度、2019年度着工、2021年度運転開始予定）に、

当社とグループ会社の西技工業㈱、九電みらいエナジー㈱及

び㈱九電工の4社で構成する連合体が事業候補者として選定

されました。

　また、自治体等の小水力発電所建設に対する支援にも取り

組んでおり、福岡県糸島市の瑞梅寺ダム小水力発電所

（100kW、2016年11月運

転開始）、福岡県うきは市

の う き は 藤 波 発 電 所

（162kW、2017年3月運転

開始）の開発に向けた技術

支援を実施しました。

九州の豊富な地熱資源を活用した地熱発電の推進
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　地熱発電は、太陽光や風力と違い天候に左右されない安定した再生可能エネルギーです。日本最大規模の八丁原発電所をはじ

め、全国の約４割の設備量を保有するなど、長年にわたり積極的な開発を推進しています。九州はもとより、国内外において、資源

賦存面から有望と見込まれる地域の調査を行い、技術面、経済

性、立地環境などを総合的に勘案し、地域との共生を図りなが

ら、グループ会社を含めて開発に取り組んでいます。

　新たな地域開発への取組みとして、山下池南部地点（大分県由

布市、九重町）、熊本県南阿蘇村、鹿児島県指宿市や九州域外の北

海道壮瞥町において地熱資源開発の検討や調査を進めていま

す。

　グループ会社では、九電みらいエナジー㈱が、2016年8月から

鹿児島県指宿市の当社の山川発電所構内において、山川発電所

の発電方式では利用できない地熱資源（熱水の熱）を有効活用す

る山川バイナリー発電所の建設を行っています。（2018年2月運

転開始予定）

　

はっちょうばる

　国産エネルギーの有効活用、並びに地球温暖化対策面で優れた電源であることから、再生可能エネルギーの開発と最大限の受入れにグ

ループ一体となって取り組んでいます。2030年までに、九州電力グループとして、地熱や水力を中心に、国内外で400万kW（現状（180万kW）

＋220万kW）の開発を目指し、再生可能エネルギー事業を展開していきます。

再生可能エネルギーの積極的な開発と最大限の受入れ

　私が所属する水力開発事務所では、当社及びグループ会社の
技術・ノウハウを活かし、地域・自治体が計画している水力発電所
開発への技術支援にも取り組んでいます。
　2013年度に福岡県が推進する再生可能エネルギーの地産地
消モデルとなる水力発電所の開発に関する協力要請を受け、導入
に向けた計画立案や事業性評価、法手続きなどの技術支援を実
施しました。
　支援にあたっては、他地点事例を用いた丁寧でわかりやすい説
明や先方の意向に対するタイムリーな提案を心掛けるなどの苦労
もありましたが、2016年11月には県営ダムの放流水を活用した市
町村による水力開発として九州初となる「糸島市瑞梅寺ダム小水
力発電所」、2017年3月には2例目となる「うきは藤波発電所」が完
成しました。
　今後も自治体等から相談があればすぐに駆けつけ、地域一体と
なって九州における水力発電所の普及に取り組んでいきます。

水力開発事務所
開発第１グループ

小 　 晋 太 郎

地域・自治体の水力発電所開発に
対する技術支援を行っています

単位：kW

出　力

発電所 しんこうさ かもしし

（2017年5月末現在）

約1,280,500 7,200
（▲3,900）※4 1,990

2016年度
CO2排出抑制効果※3 2,312,500トン

既　設 計　画（約9,190（▲3,900））
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（熊本県）
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再生可能エネルギーからの
電力購入について

電力の購入については
関連・詳細情報（P2参照）

電力受給契約件数実績

電力受給契約件数実績については
関連・詳細情報（P2参照）

※：「FITによる買取電力量（全国総量）及び全国平均系数」（経産省HP）を用いて算出。

　FITで導入された再エネは、発電の際にCO2を発生しないため、FITの買取電力量分はCO2排出量を抑制したと考えることができます。

この抑制量を2016年度で試算※すると、全国で約2,400万トンとなります。これは、電気事業低炭素社会協議会の会員事業者42社のう

ち、2015年に事業活動を行っていた39社の温室効果ガス排出量（4億4,100万トン）の5.4%に相当する量です。

【参考】 再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）によるCO2排出抑制効果
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《 水力発電設備※2とCO2排出抑制量（2016年度） 》

※1：ダム下流の生態系の保護など河川環境の維持のために放流する必要流量。
※2：グループ会社開発分を含む（揚水を除く）。
※3：2016年度の販売電力量あたりのCO2排出量（調整後）を使用して試算。
※4：既設甲佐発電所の廃止分。
※5：グループ会社による開発。　

http://www.kyuden.co.jp/rate_purchase_index.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report17_contract.html
http://www.kyuden.co.jp/environment_booklet_action-report17_word.html

